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8%

ハイライト  

個人株主への配当課税  

年RM100,000超の配当が対象 

個人株主が受け取る年間RM100,000超の配当
所得に、2%の配当課税が適用されます。 

(2025課税年度より適用の予定 )  

8%

売上税およびサービス税  

課税範囲の拡大 

炭素税 

2026年までに導入へ 

政府は、低炭素技術の導入の促進も見据え、2026年
までに、マレーシアの鉄鋼およびエネルギー産業に炭
素税を新たに導入する方針を示しました。 

必需品ではない基礎食品に対する売上税 や、事
業者向けサービスに対するサービス税など、売上
税・サービス税の課税範囲が拡大されます。 

(2025年5月1日より適用の予定 )

8%

グローバルミニマム課税と  
優遇税制 

還付可能税額控除の導入を検討  

2025年からのグローバルミニマム課税 (GMT) の
導入に伴い既存の優遇税制の効果が薄れると考
えられる中、GMTに対応した、戦略的な投資に対
する税額控除 (Strategic Investment Tax Credit) 
の制度の導入可能性を検討します。 

2%
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配当課税  
 
個人所得税の累進性を高めるとともに課税基盤を拡大するため、以下の配当課税を新設することが提案さ
れています。 
 

Status

Writer: Chia Ling

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 43 - 
44

Appendix 10

個人所得税  

対象  

個人株主が受け取る年間RM100,000超の配当所得 

課税対象者  

個人株主  

● マレーシア居住者 
● マレーシア非居住者 
● 代理人名義で株式を保有する個人 

税率 

所得控除および経費控除後の課税配当所得に対して2% 

免税となる配当  

● 国外からの配当所得  

● パイオニアステータスまたは再投資控除を利用している企業からの配当所得 

● 免税の船舶会社からの配当所得 

● 協同組合から分配される配当所得 

● クローズドエンド型ファンドからの配当所得 

● ラブアン法人からの配当所得 

● その他の、株主レベルで付与される配当所得に対する免税 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配当課税  

Date convention for indication of effective 
date of proposal:

✔ 1 January 2025 - 31 December 2027
✔ YA 2025 to YA 2027

✘ 1 Jan 2025 to 31 Dec 2027
✘ 1 January 2025 to 31 December 2027
✘ YA 2025 - YA 2027
✘ YAs 2025 - 2027
✘ YAs 2025 to 2027

個人所得税  

適用除外

配当課税は、以下に拠出または預託する個人に対する分配金には適用されません。 

● 従業員積立基金 (EPF)

● 軍人貯蓄機構  (LTAT)

● ブミプトラ信託 (ASNB)

● 投資信託 

適用日  

2025課税年度から適用  

● 改正案によると、パイオニアステータス (免税) や再投資控除を利用している企

業からの配当は、本税制から免除されることが明記されています。ただし、この

免除が、1967年所得税法のセクション127の免税やスケジュール7Bの投資税

額控除を受けている企業に適用されるかどうかは不明です。 

● ラブアン法人からの配当に対する適用除外が、全ての場合に適用されるかは不

明です。 

● 外国企業から個人への配当は原則として免税であるため、本税制が、投資先と

してのマレーシア企業の競争力に影響を与える可能性も考えられます。 そのこ

とから、富裕層による投資が、外国の持株会社を通じた投資へと再編される可

能性も指摘されています。 

● 本税制は、非居住者の個人にも適用されます。マレーシア企業の株式を保有す

る非居住者の個人は、マレーシア源泉所得が他にない限り通常はマレーシアで

所得税の申告書を提出しないため、マレーシア政府がどのように徴税を行う予

定かが、不明確となっています。 

PwCコメント 

Status

Writer: Chia Ling

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 43 - 
44

Appendix 10
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Status

Writer: Chia Ling

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 
109-4

Appendix -

個人所得税  

居住者が受け取る国外源泉所得の免税の延長  
 
マレーシア居住者が受け取る国外源泉所得は、パートナーシップ関連の所得を除き、原則として、2022年 
1月1日から2026年12月31日まで免税となっています。 
 
本免税を2036年12月31日まで延長することが提案されました。 
 

 
その他の主な改正案 (免税)

● 12歳以下の子どもに関して雇用主が支給する養育手当は、年RM3,000を上限として免税とされていま
すが、両親や祖父母の介護手当も当該免税の範囲に加えることが提案されました (2025課税年度より
適用)。 

 

 
所得控除に係る主な改正案  

改正や延長の内容   適用時期  

最初の住宅購入に係る住宅ローンの支払利息に係る所得控除 (新設)
● RM500,000以下の住居：RM7,000
● RM500,000超 RM750,000以下の住居：RM5,000

2025年1月1日から 
2027年12月31日までの 

売買契約が対象  

自身または配偶者・子どものための教育保険または医療保険に係る  
所得控除の上限額を RM3,000からRM4,000に引上げ 

2025課税年度から 

両親のための医療費・介護費用 (RM8,000まで) および健康診断費
(RM1,000まで) に係る所得控除の範囲を祖父母にも拡大  

2025課税年度から

子どもの学習障害の診断・早期介助・リハビリ費用に係る所得控除の
上限額をRM4,000からRM6,000に引上げ 

2025課税年度から

障がい者(本人)の所得控除をRM6,000からRM7,000に引上げ  2025課税年度から

障がい者である配偶者に係る追加扶養控除を、 RM5,000からRM6,000
に引上げ 

2025課税年度から

障がい者である子どもに係る追加扶養控除を、 RM6,000からRM8,000
に引上げ 

2025課税年度から

堆肥型の生ごみ処理機の購入に係る RM2,500を上限とする所得控除
(新設) 

2025課税年度から
2027課税年度(一度だけ) 



法人税 2
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グローバルミニマム課税 (GMT)
 
マレーシアは、税源浸食と利益移転への対応 (BEPS2.0イニシアチブ) の一環として、グローバルミニマム
課税 (GMT) 、すなわち15%の最低税率の導入に向けた準備を進めています。政府は、GMTが追加的な歳
入を生み出す一方で、マレーシアの投資環境に対して潜在的なマイナスな面があることも認識しています。 
 
GMTの2025年1月からの導入の影響を緩和するため、政府は、既存の優遇措置を整理するとともに、税制
以外の面での優遇措置の導入や、戦略的な投資に対する税額控除 (Strategic Investment Tax Credit) の
制度の導入可能性を検討します。 

Status

Writer: Chia Ling

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 110

Appendix -

法人税  

 

今回、GMTの制度に係る新たな発表はなく、また、既存の優遇税制との関係の整理
についても、踏み込んだ発表はありませんでした。税制以外の優遇措置の導入や、
「戦略的な投資に対する税額控除」について触れられたのが新しい点ですが、具体的
な規則や説明は公表されていません。  

なお、「戦略的な投資に対する税額控除」は、 GMTのルールの下で認められている税
額控除方式である適格還付可能税額控除 (Qualified Refundable Tax Credit) の形態
を取るものと考えられており、実効税率を低下させないことが認められている適格クレ
ジット (税額控除) の形式でインセンティブを付与する方式が想定されます。  

PwCコメント 

Global Minimum Tax (GMT)

Malaysia has been preparing to implement the GMT as part of the Base Erosion and Profit Shifting 
(BEPS) 2.0 initiative, which introduces a global minimum tax rate of 15%. The Government has 
acknowledged that while GMT will generate additional revenue, there are still potential negative 
impacts to the investment climate in Malaysia. 

To mitigate the impact of GMT, the government is committed to streamlining the existing incentives, 
creating new non-tax incentives and exploring the feasibility of Strategic Investment Tax Credits.

No specific rules or clarification on the streamlining of existing incentives, new 
non-tax incentives as well as Strategic Investment Tax Credits have been 
released. Nevertheless, preliminarily, it is expected that the Strategic Investment 
Tax Credit will take the form of a Qualified Refundable Tax Credit which is a 
permitted form of a tax credit under the GMT rules.

PwC Comments



税制優遇措置 
3



11  |  TaXavvy日本語版  Budget 2025 Edition

高付加価値業務に焦点を当てた投資優遇フレームワーク  
 
政府は、従来の製品ベースのアプローチとは異なる、高付加価値業務に焦点を当てた投資優遇フレーム
ワークを導入することに合意しました。新投資優遇フレームワークは、 2025年の第3四半期までに導入が予
定されています。 
 
主な内容は以下の通りです。 

Status

Writer: Chia Ling

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 
109-3

Appendix -

税制優遇措置  

1. サプライチェーンの強靭化に対する優遇措置  

国内のサプライチェーンおよび主要セクターのエコシステムを強化するために、以下の優遇措置が提案されて
います。 
 

● 多国籍企業に、 3年度に渡り、年間 RM200万までの法人支出に対して二重控除が認められます。  
● 当該控除は、多国籍企業、またはサプライヤーが他の現地サプライヤーと合弁投資を行った場合、そ

の投資額に基づいて与えられます。  
● この取り組みに関与する現地のサプライヤーには、成果ベースのアプローチに基づく税制優遇パッケー

ジが与えられます。  
● 電気電子、特殊化学品、医療機器分野の現地サプライヤーの発展のために、公的資金出資プラット

フォームを通じて、 RM1億超規模の投資マッチング基金が創設されます。  

2. 州の主要経済クラスター  

ペルリス州とサバ州の再生可能エネルギー、パハン州とトレンガヌ州の特定分野の化学産業など、州ごとの特
性に応じた経済クラスターの優遇税制が設けられます。  

3. 21のセクターへの投資に対する特別所得税の優遇措置  

地域間の経済格差を縮小するため、経済波及効果が生まれることを条件として、ペルリス州、ケダ州、ケランタ
ン州、トレンガヌ州、サバ州、サラワク州などの州の 21の分野への投資に特別税率の法人税優遇措置が与えら
れます。 

4. 炭素回収・利用・貯留 (CCUS)

CCUSに係る投資がESGに沿うものであることを確保するために、 CCUS事業に対して投資税額控除や法人税
免税などの税制優遇措置が与えられます。  
 
(適用日は未定 )

New Investment Incentive Framework

The Government agreed to introduce a New Investment Incentive Framework focusing on high-value 
activities as opposed to existing “products based” approach. The proposed New Investment 
Incentive Framework is expected to be implemented by the third quarter of 2025.

Key proposals are:-

1. Supply Chain Resilience Initiative

To strengthen the local supply chain and the ecosystem of key sectors, the following incentives are 
proposed:

● Double tax deduction be given to multinational enterprises on corporate expenditure up to RM2 million 
per year for three consecutive years.

● Tax deduction be given based on the value of investment made by the multinational enterprise or its 
suppliers who makes joint venture investment with other local suppliers.

● Tax incentives package based on outcome-based approach be granted to local suppliers involved in 
this initiative.

● Investment matching fund of more than RM100 million be provided through an equity public funding 
platform for the development of local suppliers in the E&E, specialised chemicals and medical devices 
sectors.

2. Key economic cluster by states

Economic cluster be created based on the state’s speciality, e.g. renewable energy in Perlis and Sabah 
and specialised chemical industry in Pahang and Terengganu.

3. Special income tax incentive for investments in 21 economic sectors  

To reduce the economic disparity between regions, income tax incentive at a special rate will be granted 
for investments in 21 economic sectors in states such as Perlis, Kedah, Kelantan, Terengganu, Sabah and 
Sarawak, subject to economic spillover effects.

4.  Carbon Capture, Utilisation and Storage (CCUS)

To ensure that the investment is ESG-based, tax incentives such as ITA and income tax exemption be 
given for CCUS activities. 

(Effective date not provided)
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免税 (duty free)ステータス  

政府は、観光および地域経済活動を促進するために、フォレストシティ金融特区を免税 (duty free)の島として認
可しました。  

税制優遇措置  

公表済みのフォレストシティ金融特区の税制優遇措置には、以下の内容が含まれます。  
● ファミリーオフィス  - 証券委員会が所管するシングルファミリーオフィス制度に基づくファミリーオフィスに対

して、0%の法人税率 (2025 年第 1 四半期までに運用開始 ) 
● グローバル金融ビジネスサービス  - グローバル金融ビジネスサービス、金融テクノロジー (フィンテック)、

および海外決済システムに対して、 5%の法人税率 
● ナレッジワーカー  - ナレッジワーカーに対して 15%の個人所得税率  
● 移転優遇措置など  - 銀行、保険、金融仲介業者、その他金融セクターの一定の事業者に対して、移転費

用の特別控除、事業用建物に対する特別控除、源泉税の免除が付与されます。  
 
フォレストシティ金融特区の税制優遇措置の詳細については、 TaXavvy 28/2024 号をご参照ください。  
 
マレーシア投資促進センターのジョホール支店 (IMFC-J)の設立  

● 公的手続きの効率化と承認プロセスの迅速化を目指し、ジョホール・シンガポール経済特区への投資を促
進するため、 IMFC-Jが設立されます。  

 
追加の優遇措置  

● 政府は、ジョホール・シンガポール経済特区に質の高い投資と高付加価値の雇用を誘致するために、 2024
年末に向けて追加の特別優遇措置を発表する予定です。  

フォレストシティ金融特区  

2024年9月20日に発表されたフォレストシティ金融特区 (SFZ) の発表に基づき、ジョホール・シンガポール
経済特区 (JSSEZ) について発表されました。主な内容は以下の通りです。  

Status

Writer: Jason Kwok

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 124

Appendix N/A

税制優遇措置   

 
ジョホール・シンガポール経済特区に、特に金融サービスやフィンテックの質の高い投
資を誘致するための積極的なフレームワークが公表されています。今後、以下の面で
ジョホール州の経済の活性化が期待されます。  
 
● グローバルな金融サービスに関する高付加価値の雇用の創出  
● 国外投資の流入  
● シンガポールとの経済的な相乗効果の拡大  

PwCコメント 

Duty-Free Status

The Government has approved Forest City SFZ as a Duty-Free Island to support tourism and local 
economic activities.

Tax Incentives 

The tax incentives for Forest City SFZ announced previously include:
● Family offices - 0% corporate tax rate for Family offices under the Single-Family Office Scheme 

coordinated by the Securities Commission (operational by the first quarter of 2025).
● Financial global business services - 5% corporate tax rate for financial global business services, 

financial technology (fintech), and foreign payment systems.
● Knowledge workers - 15% personal income tax rate for individual knowledge workers.
● Relocation incentives, etc. - Special tax deductions on relocation costs, enhanced industrial building 

allowance and withholding tax exemptions will be provided to banking, insurance, capital market 
intermediaries and other eligible entities in the financial sector.

Please refer to our TaXavvy Issue 28/2024 for more details on the tax incentives for Forest City SFZ.

Establishment of Invest Malaysia Facilitation Centre - Johor (IMFC-J)
● The IMFC-J is being established to facilitate investment in the JSSEZ, aimed to reduce bureaucracy 

and expedite approval processes.

Future incentives
● The government plans to announce additional special incentives towards the end of the year to attract 

quality investments and offer high-value jobs in JSSEZ. 

Forest City Special Financial Zone

The budget announcement on the Johor-Singapore Special Economic Zone (JSSEZ) builds upon the 
earlier announcement of the Forest City Special Financial Zone (SFZ) made on 20 September 2023. 
Here are the key impacts and enhancements:

Overall, the budget announcement shows that JSSEZ provides a promising 
framework for attracting high-quality investments, especially in financial services 
and fintech. Over time, it should boost Johor's economy through:

● high-value job creations in global financial services;
● influx of foreign direct investment; and
● enhanced economic synergy with Singapore.

PwC Comments
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現行   提案  

スマート物流複合施設 (Smart Logistics Complex, “SLC”) に対する税制優遇措置  

SLCは、さまざまな倉庫業務の自動化、コスト削減、
サプライチェーン全体の効率向上のために先進技術
を活用する、近代的な倉庫を指します。  
 
現在、マレーシアでは、倉庫にインダストリー  4.0の要
素を導入する企業に対して、特段の優遇措置はあり
ません。 

物流におけるインダストリー 4.0の要素の導入を含め
た先進技術の活用を通じ、サプライチェーンの効率を
さらに高めるため、一定の条件のもと、以下の物流
サービスに従事する適格 SLCに対して、5年間にわた
り適格資本支出の 60%相当額の投資税額控除が付
与されます。    

i. 域内の物流センター  
ii. 統合物流サービス  
iii. 危険物の保管 
iv. コールドチェーン物流  

投資税額控除は、各年の法定所得の 70%まで相殺
可能です。 

(2025年1月1日から2027年12月31日までにMIDA が
受理した申請が対象 )

サービス分野における国外売上増加に対する税制優遇措置の範囲拡大  

一定のサービス事業に従事し、国外売上を増加させ
た企業は、その年の法定所得の 70%を上限として、
国外売上増加額の 50%相当を免税にできます。対象
となる一定のサ ービスは以下の通りです。  
 

i. 法律 
ii. 会計 
iii. 建築 
iv. マーケティング  
v. ビジネスコンサルタント  

vi. オフィスサービス  
vii. 建設管理 
viii. ビル管理 
ix. プランテーション管理  
x. 私立教育 
xi. 出版 
xii. 印刷 
xiii. 情報技術と通信  
xiv. エンジニアリング  
xv. 地域フランチャイズ  

本優遇措置は2002課税年度から適用されています。  

先進的な集積回路 (IC) 設計技術およびソリューショ
ンのハブとしてのマレーシアの地位確立を目指す新
産業マスタープラン 2030 (NIMP) の目標に沿い、本
優遇税制が、 IC設計サービスにも適用されます。  

(2025課税年度より適用 )

Status

Writer: Gabriel

Reviewer: Alvin
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Appendix 19

税制優遇措置   

Tax 
incentive

ITA of 60% on QCE for a period 
of five years (to be set off 
against up to 70% of SI)

Eligible 
SLC

i. SLC Investor and Operator 
that invest in the 
construction of smart 
warehouses and undertake 
eligible logistics services 
activities; or

ii. SLC Operator that leases a 
smart warehouse under a 
long-term lease of at least 
ten years and undertakes 
eligible logistics services 
activities.

Eligible 
logistics 
services

i. Regional distribution 
centres;

ii. Integrated logistics 
services;

iii. Storage of hazardous 
goods; or

iv. Cold chain logistics.

Other 
Conditions

i. Warehouse with a minimum 
build-up area of 30,000 
square metres;

ii. Adaption of at least three 
Industry 4.0 elements; and

iii. Other prescribed 
conditions.

Existing Proposed

Tax incentive for Smart Logistics Complex (SLC)

The SLC is a modern warehouse that uses 
technologies to automate various warehouse 
operations, reduce costs and enhance overall 
supply chain performance.

Currently, there is no specific incentives for 
companies in Malaysia that incorporate Industry 
4.0 elements in smart warehousing. 

To further enhance supply chain efficiency through 
advanced technologies adoption in logistics which 
includes the use of Industry 4.0 elements, ITA of 
60% on QCE for a period of five years will be 
granted to eligible SLC that engages in the 
following logistics services, subject to conditions:   

i. Regional distribution centres;
ii. Integrated logistics services;
iii. Storage of hazardous goods; or
iv. Cold chain logistics.

The ITA can be set off against up to 70% of SI.

(For applications received by MIDA from 1 January 
2025 - 31 December 2027)

Expansion of scope for tax incentive for increased exports in services sector

Companies engaged in selected services activities 
and successfully increase exports are eligible to 
claim tax exemption up to 70% of the SI equivalent 
to 50% of the value of increased exports. The 
selected services activities are as follows:

i. legal;
ii. accounting;
iii. architecture;
iv. marketing;
v. business consultancy;

vi. office services;
vii. construction management;
viii. building management;
ix. plantation management;
x. private education;
xi. publishing;
xii. printing;
xiii. information technology and communication;
xiv. engineering; and
xv. local franchise.

This incentive has been in effect since YA 2002.

In line with the mission of the New Industrial 
Master Plan 2030 (NIMP) to establish Malaysia as 
a hub for Advanced Integrated Circuit (IC) Design 
Technology and Solutions, the increased export 
incentive for the services sector be expanded to IC 
Design services.

(Effective from YA 2025)
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税制優遇措置   

税制優遇措置に関するその他の改正案  

● ICT機器・パッケージソフトウェアの購入およびソフトウェアのカスタマイズ (開発) に係る費用は、初年
度20%＋40%、2年目40%の割合で税務上の償却 (キャピタルアローワンス) を適用できます (2024、
2025課税年度に適用)。 

● 2年以上の離職後に職場復帰する女性を雇用する企業は、12か月分の雇用に係る費用の50%相当額
を追加控除できます(2025年1月1日から2027年12月31日までにタレントコープに申請)。 

● 柔軟な雇用形態 (Flexible Work Arrangement) の導入のための能力開発やソフトウェアの購入の費
用について、50%相当額(RM500,000を上限とする）の追加控除を適用できます (2025年1月1日から
2027年12月31日までにタレントコープに申請)。 

● 従業員の両親・祖父母の介護手当を支給する企業は、当該手当に二重控除を適用できます (2025課
税年度から)。 

● 育児や病気・障がいを持つ家族の世話をする従業員に有給の休暇を与える雇用主は、その50%相当
額の追加控除を適用できます (2025年1月1日から2027年12月31日までにタレントコープに申請) 。 



間接税 4
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現行 

マレーシアで製造またはマレーシアに輸入された課税対象物品には、通常 10%の売上税が課されます。ただ
し、特定の課税対象物品には 5%、またはその他の税率が適用されます。  
 

● その他の税率が適用される主な物品：石油、アルコール、タバコ製品  
● 5%の税率が適用される主な物品：加工食品、家庭用品、タイヤ、製造用の半加工製品  
● 免税となる主な物品：家畜、農産物、基礎食品、原材料などの未加工の物品  

提案 

輸入高級品 (サーモンやアボカドなどが例として挙げられています ) などの必需品ではない基礎品目に対する
売上税率が引き上げられます。  
 

● 庶民が消費する基礎食品に対する売上税の免税は維持されます。  
● 輸入高級品などの非必需品に対する売上税率が引き上げられます。  

 
(2025年5月1日より適用 )

売上税 - 必需品以外の物品に対する課税強化  

Status

Writer: Emily/Fei

Reviewer: Annie
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Appendix 29

間接税  (売上税、物品税 )

現在免税になっている品目に売上税を課すことにより、課税対象が拡大されま
す。具体例が少し挙げられているのみであり、どのような品目が最終的に課税
対象となるかは、現時点では不明です。  

PwCコメント  

物品税の改正案

提案

● 一定の砂糖入り飲料に対する物品税が、 1リットルあたりRM0.50からRM0.90に引き上げられます。  

(2025年1月1日より適用 )
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現行 

サービス税は、以下に対して課税されています。  
 

● 課税登録事業者が提供する課税サービス  
● 輸入課税サービス (2019年1月1日より適用 )
● 外国課税事業者が提供するデジタルサービス (2020年1月1日より適用 )

 
サービス税率は現在 8%ですが、飲食、駐車場、物流、通信サービスには 6%の税率が適用されています。ま
た、クレジットカードおよびチャージカードの提供は、年税額が RM25です。 

提案 

サービス税の対象範囲を拡大し、事業者間 (B2B) で提供される事業者向けサービスなどを新たに課税対象と
します。手数料を請求する金融サービスがその一例として挙げられています。  
 
政府は、課税範囲や税率を最終決定する前に、バランスを図るための施策の検討のために産業界からの聞き
取りを行う予定です。  
 
(2025年5月1日より適用 )

サービス税の対象範囲の拡大  

Template 4 - content with section designs, table

Guidenotes:
1. Rename the main header accordingly (e.g. Corporate Tax / Tax 

Incentives, etc.)
2. Please do not edit this slide.  This slide serves as a template.
3. Write-up for each budget proposal to be prepared in a separate 

slide.  1 proposal in 1 slide. 
4. Once the write-up is prepared/reviewed, please update the 

status in the slide and the dashboard accordingly.

Status

Writer: Emily/Fei

Reviewer: Annie

Budget Speech Paragraph 41

Appendix 29

間接税  (サービス税 )

● どのような事業者向けサービスが課税対象となるかが示されておらず、今後の明確
化を待つ必要があります。  

● 本改正により、マレーシアにおける事業コストは潜在的に上昇し、そのコストはサプラ
イチェーンを通じて消費者に転嫁されると考えられます。  

● 課税対象となるサービスが増えるにつれて、サービス税の課税登録義務を負う事業
者も増えるため、留意が必要です。  

PwCコメント 



炭素税 5
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炭素税 

政府は、2026年までにマレーシアの鉄鋼およびエネルギー産業に炭素税を導入する予定です。これは、低
炭素技術の導入を促進することを目的としています。徴収された炭素税は、各種研究やグリーンテクノロ
ジープログラムの資金として利用されます。 
 
(2026年までに導入予定)

Status

Writer: Jason Kwok

Reviewer: 

Budget Speech Paragraph 142

Appendix N/A

炭素税 

炭素税の導入は、産業界に低炭素技術の導入を促す大きな一歩となります。 2050年
までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにするマレーシアの目標と軌を一にしており、
環境の持続可能性の実現に向けた取り組みと言えます。  
 
この政策は、方向性として歓迎される一方で、低炭素技術への移行が期待される産
業に対しての具体的な計画や支援が求められます。制度の詳細の発表が待たれると
ころであり、影響を受けるセクターに十分な準備期間が与えられることが望まれます。  

PwCコメント 



印紙税 6
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現在、契約書などの印紙税の課税文書は、税務当局のオンラインシステム (STAMPS) を通じて提出さ
れ、徴税官が査定・賦課を行い、納税者が賦課通知を受け取った後に納税が行われます。 
 
印紙税の課税のプロセスを効率化するために、自主申告のためのシステム (STSDS) を以下のように段
階的に導入することが提案されています。 

STSDSでは、納税者または代理人が自ら印紙税額を算定した上でSTAMPSに情報をアップロードし、指
定された期間内に納税を行うことが義務付けられます。  

Status

Writer: Ashley

Reviewer: Y

Budget Speech Paragraph -

Appendix 18

印紙税の自主申告制度への移行  

印紙税 

フェーズ   適用日   課税文書の種類  

フェーズ 1 2026年1月1日より  賃貸借契約、リース契約、一般印紙、証券に係る課税文書  

フェーズ 2 2027年1月1日より  財産の所有権の譲渡に係る課税文書  

フェーズ 3 2028年1月1日より  フェーズ1およびフェーズ 2に含まれない課税文書  

印紙税の自主申告制度への移行により、納税者は、納税額の算定や期限内の申告・
納税手続に対して、従来はなかった責任や事務負担を負うことになります。新制度に
関する詳細な説明が待たれます。  

PwCコメント 



22  |  TaXavvy日本語版  Budget 2025 Edition

Budget 2025 Seminar

Fostering a resilient economy through inclusive growth

Event details

Date: Tuesday, 5 November 2024 Online registration

Time: 8:00am - 5:00pm

Venue: Renaissance Kuala Lumpur Hotel & Convention 
Centre

Contact:
Fazlina Jaafar / Puteri Nur ‘Alia Megat Azman

(03) 2173 3830 / 1188

Email: my_events@pwc.com

Penang Johor Bahru Kuching

Date: Tuesday, 
12 November 2024

Wednesday, 
13 November 2024

Wednesday, 
13 November 2024

Time: 8:30am to 5:00pm 8:00am to 5:00pm 8:00am to 5:00pm

Venue: E&O Hotel, Penang DoubleTree by Hilton, 
Johor Bahru

Auditorium, Borneo 
Cultures Museum

Contact:
Ong Bee Ling / 
Ann Yew 

(04) 238 9170 / 9291

Hanisah Azman / Jananee 
Ravinthara

(07) 218 6000 / 6012

Geraldine Tan / 
Chan Su Feng

(082) 527 226 / 216

Email:
bee.ling.ong@pwc.com / 
siew.lay.yew@pwc.com

hanisah.azman@pwc.com /
jananee.r.ravinthara@
pwc.com 

geraldine.peiying.tan@
pwc.com / 
su.feng.chan@pwc.com 

Kuala Lumpur

Regional
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連絡先  

PwCマレーシア  

日系企業コンサルティング・グループ　 (JBCG)
杉山　雄一   ・ Yuichi Sugiyama 
(全体統括・会計監査・会計アドバイザリー・事業進出 /撤退支援・再編アドバイザリー )
Partner
yuichi.sugiyama@pwc.com

佐藤　祐司   ・ Yuji Sato 
(税務全般統括 )
yuji.sato@pwc.com

水本  賢一 ・ Kenichi Mizumoto
(税務全般)
kenichi.m.mizumoto@pwc.com

ラウ·ウェン·ワー  ・ Lau Weng Wah
(事業進出 /撤退支援）

weng.wah.lau@pwc.com

セリナ·タン  ・ Selina Tan 
(人事/組織支援)
selina.tan@pwc.com

武田　知紀・  Tomonori Takeda 
(会計監査)
tomonori.takeda@pwc.com

井上　穣・  Jo Inoue 
(会計監査)
jo.inoue@pwc.com

緩詰  真梨子  ・ Mariko Yuruzume 
(移転価格)
mariko.yuruzume@pwc.com

小川　信介   ・ Shinsuke Ogawa 
(移転価格)
shinsuke.o.ogawa@pwc.com

ラム· シュウ·ムイ  ・ Lam Siew Mui
(税務全般)
siew.mui.lam@pwc.com

新堀　周・  Shu Shinhori
(ディールアドバイザリー )
shu.s.shinhori@pwc.com

 山中 春花 ・ Haruka Yamanaka
(会計監査)
haruka.yamanaka@pwc.com

イサベル·ヨー ・ Isabelle Yeo
(税務全般)
isabelle.wx.yeo@pwc.com


